
（関係法規） 
○ 地方公務員法（抜粋） 
（人事委員会又は公平委員会の権限） 

第８条 人事委員会は、次に掲げる事務を処理する。 
1～8 （省略） 
9．職員の給与、勤務時間その他の勤務条件に関する措置の要求を審査し、判定し、及
び必要な措置を執ること。 
10．職員に対する不利益な処分についての審査請求に対する裁決をすること。 
11～12 （省略） 
２～４ （省略） 
５ 人事委員会又は公平委員会は、法律又は条例に基づきその権限に属せしめられた事務
に関し、人事委員会規則又は公平委員会規則を制定することができる。 

６～９ （省略） 
（降任、免職、休職等） 

第 28 条 職員が、次の各号に掲げる場合のいずれかに該当するときは、その意に反して、
これを降任し、又は免職することができる。 
1．人事評価又は勤務の状況を示す事実に照らして、勤務実績がよくない場合 
2．心身の故障のため、職務の遂行に支障があり、又はこれに堪えない場合 
3．前２号に規定する場合のほか、その職に必要な適格性を欠く場合 
4．職制若しくは定数の改廃又は予算の減少により廃職又は過員を生じた場合 

２ 職員が、左の各号の一に該当する場合においては、その意に反してこれを休職するこ
とができる。 
1．心身の故障のため、長期の休養を要する場合 
2．刑事事件に関し起訴された場合 

３ 職員の意に反する降任、免職、休職及び降給の手続及び効果は、法律に特別の定があ
る場合を除く外、条例で定めなければならない。 

４ 職員は、第 16 条各号（第３号を除く。）の一に該当するに至つたときは、条例に特
別の定がある場合を除く外、その職を失う。 
（懲戒） 

第 29 条 職員が次の各号の一に該当する場合においては、これに対し懲戒処分として戒
告、減給、停職又は免職の処分をすることができる。 
1．この法律若しくは第 57 条に規定する特例を定めた法律又はこれに基く条例、地方
公共団体の規則若しくは地方公共団体の機関の定める規程に違反した場合 
2．職務上の義務に違反し、又は職務を怠つた場合 
3．全体の奉仕者たるにふさわしくない非行のあつた場合 

２～３ （省略） 
４ 職員の懲戒の手続及び効果は、法律に特別の定がある場合を除く外、条例で定めなけ
ればならない。 
（勤務条件に関する措置の要求） 

第 46 条 職員は、給与、勤務時間その他の勤務条件に関し、人事委員会又は公平委員会
に対して、地方公共団体の当局により適当な措置が執られるべきことを要求することが
できる。 
（審査及び審査の結果執るべき措置） 

第 47 条 前条に規定する要求があつたときは、人事委員会又は公平委員会は、事案につ
いて口頭審理その他の方法による審査を行い、事実を判定し、その結果に基いて、その
権限に属する事項については、自らこれを実行し、その他の事項については、当該事項
に関し権限を有する地方公共団体の機関に対し、必要な勧告をしなければならない。 
（要求及び審査、判定の手続等） 

第 48 条 前２条の規定による要求及び審査、判定の手続並びに審査、判定の結果執るべ
き措置に関し必要な事項は、人事委員会規則又は公平委員会規則で定めなければならな
い。 



（不利益処分に関する説明書の交付） 
第 49 条 任命権者は、職員に対し、懲戒その他その意に反すると認める不利益な処分を
行う場合においては、その際、その職員に対し処分の事由を記載した説明書を交付しな
ければならない。 

２ 職員は、その意に反して不利益な処分を受けたと思うときは、任命権者に対し処分の
事由を記載した説明書の交付を請求することができる。 

３ 前項の規定による請求を受けた任命権者は、その日から 15 日以内に、同項の説明書
を交付しなければならない。 

４ 第１項又は第２項の説明書には、当該処分につき、人事委員会又は公平委員会に対し
て審査請求をすることができる旨及び審査請求をすることができる期間を記載しなけ
ればならない。 
（審査請求） 

第 49 条の２ 前条第１項に規定する処分を受けた職員は、人事委員会又は公平委員会に
対してのみ審査請求をすることができる。 

２ 前条第１項に規定する処分を除くほか、職員に対する処分については、審査請求をす
ることができない。職員がした申請に対する不作為についても、同様とする。 

３ 第１項に規定する審査請求については、行政不服審査法第２章の規定を適用しない。 
（審査請求期間） 

第 49 条の３ 前条第１項に規定する審査請求は、処分があつたことを知つた日の翌日か
ら起算して３月以内にしなければならず、処分があつた日の翌日から起算して１年を経
過したときは、することができない。 
（審査及び審査の結果執るべき措置） 

第 50 条 第 49 条の２第１項に規定する審査請求を受理したときは、人事委員会又は公平
委員会は、直ちにその事実を審査しなければならない。この場合において、処分を受け
た職員から請求があつたときは、口頭審理を行わなければならない。口頭審理は、その
職員から請求があつたときは、公開して行わなければならない。 

２ 人事委員会又は公平委員会は、必要があると認めるときは、当該審査請求に対する裁
決を除き、審査に関する事務の一部を委員又は事務局長に委任することができる。 

３ 人事委員会又は公平委員会は、第１項に規定する審査の結果に基いて、その処分を承
認し、修正し、又は取り消し、及び必要がある場合においては、任命権者にその職員の
受けるべきであつた給与その他の給付を回復するため必要で且つ適切な措置をさせる
等その職員がその処分によって受けた不当な取扱を是正するための指示をしなければ
ならない。 
（審査請求の手続等） 

第 51 条 審査請求の手続及び審査の結果執るべき措置に関し必要な事項は、人事委員会
規則又は公平委員会規則で定めなければならない。 
（審査請求と訴訟との関係） 

第51条の２ 第49条第１項に規定する処分であつて人事委員会又は公平委員会に対して
審査請求をすることができるものの取消しの訴えは、審査請求に対する人事委員会又は
公平委員会の裁決を経た後でなければ、提起することができない。 

第 61 条 次の各号のいずれかに該当する者は、３年以下の懲役又は 100 万円以下の罰金
に処する。 
1．第 50 条第１項に規定する権限の行使に関し、第８条第６項の規定により人事委員
会若しくは公平委員会から証人として喚問を受け、正当な理由がなくてこれに応ぜず、
若しくは虚偽の陳述をした者又は同項の規定により人事委員会若しくは公平委員会
から書類若しくはその写の提出を求められ、正当な理由がなくてこれに応ぜず、若し
くは虚偽の事項を記載した書類若しくはその写を提出した者 
2～5 （省略） 
 


